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2022年６月８日

株 主 各 位
札幌市中央区南十九条西十一丁目１番15号

株式会社光ハイツ・ヴェラス
代表取締役社長 森 千 恵 香

第36回定時株主総会招集ご通知
拝啓 日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第36回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご

通知申しあげます。
なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、当日のご来場は控えていただきま

すようお願い申しあげます。当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６月22日（水曜日）
午後５時までに折り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 2022年６月23日（木曜日）午前10時
２．場 所 札幌市中央区北４条西４丁目１番

札幌国際ビル ８階 国際ホール
３．目 的 事 項
報 告 事 項 第36期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

事業報告および計算書類の内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

定款一部変更の件
取締役５名選任の件

第３号議案 監査役２名選任の件
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.varus.co.jp）に掲載させていた
だきます。本年はご出席の株主様へのお土産の配布はございません。新型コロナウイ
ルス感染拡大防止のため、慎重に検討いたしました結果、本株主総会につきましては、
適切な感染防止策を実施させていただいた上で、開催させていただくことといたしま
した。詳細は次頁をご確認ください。
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＜必ずお読みください＞

新型コロナウイルス感染拡大防止のためのご来場自粛のお願い

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主様におかれましては、本総会へのご
来場を控えていただきますようお願い申しあげます。議決権の行使につきましては、
書面による方法をご利用いただきますようお願い申しあげます。
なお、当社では、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、本総会の開催および運

営に関し、下記の対応をとらせていただくことといたします。ご理解とご協力のほど
よろしくお願い申しあげます。

記

・本総会の会場スタッフは、マスクを着用して応対させていただきます。
・本総会の会場入り口付近にアルコール消毒液を配備いたします。また、ご来場
の株主様は、マスクの持参・着用をお願い申しあげます。
・ご出席の株主様には本総会の会場内において間隔をあけてご着席いただきます
ので会場スタッフの案内に従っていただきますようお願い申しあげます。
・本年は、座席間隔を拡げるため、本総会会場の座席数が例年より大幅に減少い
たします。そのため、当日ご来場いただいても入場をお断りする場合がございます。
・発熱や咳などの症状のある株主様やその他体調不良の株主様には本総会会場へ
の入場をお断りする場合がございます。また、ご来場の株主様に対しまして、本総
会の会場スタッフが体温測定をさせていただくことがございます。
・本総会に出席する役員は、マスクを着用させていただく場合がございます。
・本総会は、議場での報告事項（監査報告を含みます）および議案の詳細な説明
は省略し、時間を短縮して議事進行することを予定しております。

※ご出席の株主様へのお土産の配布はございません。
※本総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表により上記対応を更新する場合に
は、当社ウェブサイト(http://www.varus.co.jp)に掲載いたしますので、当社ウェブ
サイトにおける発信情報をご確認いただきますようお願い申しあげます。

以上
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（提供書面）

事 業 報 告

(2021年４月１日から)2022年３月31日まで

１．会社の現況
（1）当事業年度の事業の状況
① 事業の経過および成果

当事業年度における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染拡大の影響に
より、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の発出・解除を繰り返し、社会経
済活動が大きく制限されました。一時期は個人の消費活動の持ち直しの動きが
みられたものの、原油を中心としたエネルギー価格の上昇により、先行きにつ
いては依然として不透明な状況が続くものと予想されます。
介護業界におきましては、国や地方自治体にて様々な指針や方針、新型コロ

ナウイルス感染拡大防止に向けた施策が講じられていますが、慢性的な人手不
足は続いており、経営不振傾向の事業者の休業・倒産が目立つ状態です。
当社有料老人ホーム事業については、災害対策責任者を中心に各施設の情報

を取りまとめ、新型コロナウイルス感染拡大防止に対応したサービスの改善・
向上を進めました。又、顧客が施設内に居住しているというサービスの特性上、
新型コロナウイルス感染予防に関わる売上への影響は軽微です。
当社通所サービス事業については、営業日の拡大・利用者受入体制の改善を

行い、前期に比べ大幅な売上増となりました。住宅型有料老人ホーム２施設の
顧客については、既存の外部事業者による居宅サービス利用が困難になった方
の利用受入をすることにより、感染拡大予防と通所サービス事業の売上向上を
同時に達成することができました。
新規顧客獲得については、感染症対策を適切に行いながらの個別見学会・相

談会を実施し状況に合わせた営業活動を継続して行いました。しかしながら、
自然減を上回る新規顧客獲得には至らず、結果、全施設平均入居率約91.0％を
維持・確保する形となりました。

以上の結果、当事業年度における売上高は3,085百万円(前事業年度比0.8％
減)となり、営業利益61百万円(同51.0％減)、経常利益78百万円(同51.7％減)、
当期純利益73百万円(同27.1％減)となりました。

② 設備投資の状況
当事業年度中に実施いたしました当社の重要な設備投資はございません。
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③ 資金調達の状況
当社は運転資金として短期借入金２億円の借入を行っております。

（2）財産および損益の状況

区 分 第 ３３ 期
（2019年３月期）

第 ３４ 期
（2020年３月期）

第 ３５ 期
（2021年３月期）

第 ３６ 期
（当事業年度）
（2022年３月期）

売 上 高 (百万円) 3,387 3,163 3,108 3,085

当 期 純 利 益 (百万円) 238 108 100 73

１株当たり当期純利益 (円) 114.33 51.89 48.08 35.06

総 資 産 (百万円) 7,773 7,624 7,546 7,485

純 資 産 (百万円) 3,817 3,900 3,975 3,630

１株当たり純資産額 (円) 1,827.22 1,866.76 1,903.04 1,737.77
（注）１．当事業年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）

等を適用しており、当事業年度の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用
した後の数値を記載しております。

（3）重要な親会社および子会社の状況
① 親会社の状況

当社には親会社はありません。

② 重要な子会社の状況
当社には子会社はありません。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
当社には特定完全子会社はありません。
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（4）対処すべき課題
当社は、以下の経営方針を定め、取り組んでまいります。
① 経営の基本方針

当社は、北海道の有料老人ホーム業界におけるリーディングカンパニーとし
て、1986年創業当初からの「人生100年の理想郷づくり」という経営理念のも
とに、35年の運営実績を積んでまいりました。団塊の世代から後期高齢者、生
活援助や介護を必要とされる高齢者の方々が快適に、終生お住まいいただける
良質な住宅、生活支援、医療との連携が取られた介護サービスを提供します。
当社は法令を遵守し、ご入居者とともに施設の円滑な運営を行い、安心して

お住まいいただけるよう、健全な運営と財務体質の強化・維持に努めます。

② 目標とする経営指標
当社は、ご入居者に終生安心してお住まいいただけるよう、また、より安定

した経営を継続していくため、全運営施設の平均入居率は95％以上を確保する
ことを経営指標としております。
また、既存ご入居者の高齢化の進行により、介護居室の確保の課題がありま

す。そのため、事業環境を慎重に見極めながらＭ＆Ａを含めて１年に１棟のペ
ースで介護専用の新施設を開設し介護居室を確保することを目指します。更に、
既存施設の健常棟から、併設の介護専用棟への移転、または当社運営の介護専
用施設への移転の便宜を図ることで、ご入居者に対するより快適な介護サービ
スの提供を可能とし、当社の施設運営規模の安定的な拡大を図ります。併せて
既存施設（健常棟）における生活「セカンドライフ・自由という贅沢」をアピ
ールし、団塊の世代の入居促進に努めます。

③ 中長期的な会社の経営戦略
当社は、超高齢社会のニーズに応えながら、高齢者が安心して生活いただけ

る住まいの提供を通じて高齢社会に貢献しながら、継続して成長し続けるため、
以下の取り組みを行ってまいります。
ア．既存施設の空室の入居促進に全社を挙げて取り組み、全施設平均95％以上
の入居率確保を目指します。

イ．介護付有料老人ホームは、札幌市の規制緩和後積極的に開設するべく、準
備してまいります。

ウ．急速に進む超高齢社会に対応するため、慎重な上にもＭ＆Ａに重点を置い
た短期間での事業展開を目指し、定員50名から100名規模の高齢者向け住宅
を、「光ハイツ・ヴェラス」または「ヴェラス・クオーレ」シリーズとして、
１年に１棟のペースで開設を目指します。新施設は入居一時金方式または月
額家賃方式とし、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所や居宅介護支援

― 5 ―



事業所を併設します。
エ．既存の入居一時金方式の施設における入居費用の見直しを図り、入居し易
い新たな家賃方式を明確に打ち出すことで、高齢化が進む施設周辺地域から
の入居促進と社会貢献を目指します。

オ．医療と介護の連携体制を強化し、ご入居者の安心と安全の強化された施設
運営体制をつくります。

カ．超高齢社会という時代に入り、高齢者やそのご家族のニーズに対応するた
め、ショートステイ（短期入所生活介護）、デイサービス（通所介護）事業
等、業態の拡大を図り、地域の高齢社会へ貢献する事業を展開します。

キ．効率的な施設運営に取り組み、コストコントロールを推進します。

④ 対処すべき課題
ア．経営の健全性の確保

当社の経営基盤強化の達成目標として、繰越利益剰余金の健全化を掲げて
おります。当社は2013年４月に不動産流動化を実施して以来、財務基盤を強
化し続け、当事業年度末で1,990百万円の繰越利益を計上しました。当社は
引き続き長期に亘り安定的な収益の確保に努めて参ります。

イ．優秀な人材の確保
当社の事業が安定的に継続するには、高質なサービスを提供できる人材の
確保と育成が必要であります。ご入居者・ご利用者への良好なサービス提供
をベースにし、全事業所における介護の質の向上と医療との更なる連携強化
に対応できるよう介護技術、接遇のレベルアップが課題です。そのためには、
優秀な人材の確保と育成が必要不可欠です。質の高い人材の採用を積極的に
すすめるために、介護職員の処遇改善や、介護休暇、育児休暇制度など、労
働環境の整備、魅力ある職場作りと風通しのよい人間関係の構築という社内
環境整備が問われております。

ウ．変化する社会情勢への対応
2019年末からの新型コロナウイルス流行が、世界的に影響を及ぼし続けて

います。直接的な健康被害に留まらず、感染拡大防止の為の消費活動の低下
による経済の停滞が発生しつつあります。高齢者介護業界においても、自治
体要請のみならず事業者側の自粛や利用者側の敬遠による販売不振を要因と
する事業縮小や倒産が発生しており、今後も継続していくものと考えられま
す。当社と致しましては、感染予防に配慮する形での従来の営業活動・経管
栄養など医療ニーズの高い顧客の積極的受け入れ・入居後のニーズに合わせ
た住み替えの提案による入居率の維持向上に加え、デイサービス部門の機能
向上による新規ニーズの開拓を行う事で更なる売り上げ向上を目指して参り
ます。
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（5）主要な事業内容（2022年３月31日現在）
主要事業内容

有料老人ホームの設置、運営、管理
介護保険法に基づく居宅介護サービス事業、介護予防サービス事業
サービス付き高齢者向け住宅の設置、運営、管理

（6）主要な営業所（2022年３月31日現在）
名 称 所 在 地
本 社 北海道札幌市中央区
光 ハ イ ツ ・ ヴ ェ ラ ス 石 山 北海道札幌市南区
光 ハ イ ツ ・ ヴ ェ ラ ス 月 寒 公 園 北海道札幌市豊平区
光 ハ イ ツ ・ ヴ ェ ラ ス 藤 野 北海道札幌市南区
光 ハ イ ツ ・ ヴ ェ ラ ス 琴 似 北海道札幌市西区
光 ハ イ ツ ・ ヴ ェ ラ ス 真 駒 内 公 園 北海道札幌市南区
ヴ ェ ラ ス ・ ク オ ー レ 小 樽 北海道小樽市
ヴ ェ ラ ス ・ ク オ ー レ 山 の 手 北海道札幌市西区
ヴ ェ ラ ス ・ ク オ ー レ 札 幌 北 北海道札幌市北区
ヴ ェ ラ ス ・ ク オ ー レ 南 19 条 北海道札幌市中央区
さ っ ぽ ろ 南 デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー 北海道札幌市南区

（7）従業員の状況（2022年３月31日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続
年 数

326名 6名増 57.0歳 6.3年
（注）従業員数は就業人数であり、パートタイマー等を含んでおります。

（8）主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 100,000
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２．株式の状況（2022年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 3,096,000株

（2）発行済株式の総数 2,089,200株

（3）株主数 290名

（4）大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

藤 井 伸 一 1,360,700株 65.13％

株 式 会 社 保 健 科 学 研 究 所 92,500株 4.42％

株 式 会 社 ラ ・ ア ト レ 77,400株 3.70％

森 本 康 一 60,000株 2.87％

岩 倉 建 設 株 式 会 社 43,000株 2.05％

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 40,000株 1.91％

株 式 会 社 グ ン エ イ 32,400株 1.55％

川 島 卓 也 30,000株 1.43％

森 千 恵 香 24,800株 1.18％

フ ォ ー ク 株 式 会 社 24,000株 1.14％
（注）自己株式は所有しておりません。

３．新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
（1）取締役および監査役の状況（2022年３月31日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 森 千恵香 全統括
株式会社とんでん代表取締役

取 締 役 藤 井 伸 一 株式会社とんでん取締役

取 締 役 大 堀 まさ子 執行役員
ヴェラス・クオーレ南19条 支配人

取 締 役 上 野 幸 子

常 勤 監 査 役 若 林 弘 子

監 査 役 山 口 貴 嗣 真駒内クリニック院長

監 査 役 佐 々 木 貴 教

（注）１．取締役藤井伸一は、当社の発行済株式の65.13％を保有する大株主であります。また、非業
務執行取締役であります。

２．取締役上野幸子氏は、社外取締役であります。
３．監査役山口貴嗣氏および佐々木貴教氏は、社外監査役であります。
４．当社は、監査役佐々木貴教氏を札幌証券取引所の定めに基づく独立役員とし、同取引所に届

け出ております。

（2）会社役員が締結している責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役および非業務執行取締役並びに監査役全員との間で、会社法
第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しております。
当社の社外取締役および非業務執行取締役並びに監査役全員は、法令の定める

最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険
会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役、
監査役、執行役員及び管理職従業員であり、被保険者は保険料を負担しておりま
せん。当該保険契約により保険期間中に被保険者に対して提起された損害賠償請
求にかかる訴訟費用及び損害賠償金等が補填されることとなります。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該

被保険者が法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損
害の場合には補填の対象とならないなど、一定の免責の事由があります。
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（4）取締役および監査役の報酬等の総額
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、取締役の報酬額およびその算定方法を、株主総会において決定され
た限度額の範囲において、役位や職責を踏まえた適正な水準とすることを基本
方針としております。
個人別の取締役の報酬額につきましては、取締役会の委任決議に基づき代表

取締役社長森千恵香が取締役の個人別の報酬内容を決定し、取締役会で審議・
決定しております。

② 当事業年度に係る報酬等の総額等
（単位：千円）

区 分 支 給 人 員 支 給 額
取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

5名
(2)名

27,262
（750）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

4名
(3)名

5,550
（2,400）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

9名
(5)名

32,812
（3,150）

（注）１．取締役の報酬限度額は、2006年６月23日開催の第20回定時株主総会において年額80,000
千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会
終結時点の取締役の員数は、４名（うち、社外取締役１名）であります。

２．監査役の報酬限度額は、2006年６月23日開催の第20回定時株主総会において年額15,000
千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名（う
ち、社外監査役２名）であります。

３．上記の支給額には、当事業年度における役員退職慰労金の繰入額として取締役２名に対する
3,496千円、監査役１名に対する150千円が含まれております。

（5）社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法

人等との関係
ア．取締役上野幸子氏は他の法人等の業務執行者としての重要な兼職に該当す
る事項はございません。また、当社との間には特別な関係はございません。

イ．監査役山口貴嗣氏は真駒内クリニックの院長をしております。当社との間
には特別な関係はございません。

ウ．監査役佐々木貴教氏は弁護士の資格を有し企業法務に精通しており、独立
的な立場からの意見の具申と、客観的な監査を行っております。当社との間
には特別な関係はございません。
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② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法
人等との関係
上記３氏とも該当ありません。

③ 当事業年度における活動状況
取締役会および監査役会への出席状況および発言状況

活 動 状 況

取 締 役 上 野 幸 子

当事業年度に開催された取締役会15回のうち15回に出席いたし
ました。主に医療・介護の分野から意見を述べるなど、積極的
な経営参画をしました。取締役会において意思決定の妥当性・
適正性を確保するための助言・提言を行っております。

監 査 役 山 口 貴 嗣

当事業年度に開催された取締役会15回のうち15回に出席し、監
査役会12回のうち12回に出席いたしました。主に医療・介護の
分野から意見を述べるなど、積極的な経営参画をしました。取
締役会および監査役会において意思決定の妥当性・適正性を確
保するための助言・提言を行っております。

監 査 役 佐 々 木 貴 教

社外取締役就任後に開催された取締役会12回のうち12回に出席
し、監査役会９回のうち９回に出席いたしました。主に弁護士
として、企業法務の分野から独立した視点での監督、提言を行
いました。取締役会において意思決定の妥当性・適正性を確保
するための助言・提言を行っております。
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５．会計監査人の状況
（1）名称 監査法人銀河

（2）報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 15,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 15,000千円

（注）１．会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、日本監査役協会が公表する
「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査計画における監査項
目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確
認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬
等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると
判断した場合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役
会は、当該規定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該
当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人
を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた
します。
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６．業務の適正を確保するための体制
当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制として取締役会において次の
とおり決議しております。
（1）取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

当社は、コンプライアンス基本方針を制定し、その実践を企業が存続、発展す
る上で不可欠なものと位置づけ、企業活動において求められるあらゆる法令等の
遵守はもとより、高い倫理観に則して行動し、公正かつ誠実で透明性の高い企業
活動を遂行します。当社の取締役は、上記方針の実践のため「経営理念」、「倫理
規程」、「コンプライアンス行動規範」および「コンプライアンス行動指針」なら
びに「反社会的勢力対策規程」に従い、当社における企業倫理の遵守および浸透
に関してリーダーシップを発揮します。社内ではコンプライアンス委員会を置き、
内部統制を推進する組織を設置するとともに、コンプライアンス体制の構築およ
び運用を行います。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社は法令・社内規定に基づき、取締役の職務の執行に係る文書・記録その他
情報を、その保存媒体に応じて①株主総会議事録、②取締役会議事録、③監査役
会議事録の法定作成文書をはじめ、④各委員会・会議等の各議事録、⑤決裁書類
等の取締役の職務執行に係る情報を、関連資料とともに「文書管理規程」に基づ
いて、文書（電磁的記録を含む）により保存します。また、保存部門は適切・確
実に、かつ検索および閲覧可能な状態で保存しており、定められた保存期間を同
規程において定めます。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、企業価値を高め、企業活動の持続可能な成長を実現することを阻害す
るリスクに対処すべく、「災害対策規程」、「危機管理規程」、「全社的予防リスクマ
ニュアル」および「施設リスクマネージメント会議運営規程」（ＳＲＭ）を設けて
おり、取締役会は、総合リスク管理体制を定めます。これに基づき、横断的リス
ク、各部署、各業務プロセスに潜むリスクを抽出・評価し、優先順位をつけて体
制の整備、対応策の立案を行います。対応策には、リスクを低減・抑制するため
の是正策、リスク発生時の対策および事業継続計画を含めます。さらに事業戦略
立案部門は、事業戦略策定時に想定される事業リスクの抽出評価を行い対応策の
検討を図ります。これらの内容は内部監査規程に基づき内部監査部門が監査にて
確認します。さらに、取締役会で公表し、リスク管理レベルの向上を図ります。
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社の意思決定の妥当性および執行業務の管理監督・牽制機能を向上するため
取締役のうち一名以上は社外取締役とします。当社では、経営の監督と業務執行
の役割分担を明確にする目的から、執行役員制度を採用します。予算実績管理、
その他、業務執行に関する重要事項の意思決定をするため、幹部会議、執行役員
会を毎月定例的に開催し、業務執行の円滑化を図ります。毎月定例および適宜開
催する取締役会を経営の重要事項、その他意思決定の場とします。当社は経営方
針の徹底のため、短期、中期若しくは長期の経営計画を策定し、これをもとに年
度計画および予算を立案し、各部署、使用人に至るまで方針を展開し、業務計画
を策定、推進する仕組みを構築することにより、取締役の職務の効率化を図りま
す。

（5）使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
当社は、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため、

「経営理念」、「倫理規程」、「コンプライアンス行動規範」および「光ハイツ・ヴェ
ラス行動規範と行動指針」などを定め、その周知徹底と実践運用を行う体制を構
築します。また、これを維持向上させるため、当社の使用人に対する教育、研修
を行う計画を策定、実施します。さらに、当社はコンプライアンス違反行為の可
能性を削減するため、横断的内部通報制度（「レポートライン」を設置）を設けま
す。使用人の職務の執行が法令、定款に適合することを確実にし、さらに、この
体制を維持向上させるため、内部監査規程に準拠した内部監査、事業所内監査を
実施します。

（6）当該株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制
当社は単体企業のため、該当する体制はありません。

（7）監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項および取締役からの独立性に関する事項
取締役会は監査役と協議のうえ監査役の職務を補助する兼任の使用人を一名配
置することができます。なお、使用人の任命、評価、異動、懲戒等の決定に当た
っては事前に監査役会の同意を得たうえで決定することとし、当該使用人の取締
役からの独立性を確保します。
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（8）取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告
に関する体制
取締役および執行役員が担当する業務の執行状況の報告を行う毎月の取締役会、
幹部会議および執行役員会には監査役が出席するほか、業務執行上重要な討議お
よび報告を行う会議には常勤監査役が出席します。また、稟議書、議事録および
業務執行に関する重要文書を閲覧し、必要に応じて取締役および使用人から説明
を聴取します。監査役は、必要に応じて取締役会、幹部会議、執行役員会その他
の会議の場および代表取締役との定期的な意見交換の場で意見を述べるものとし
ます。取締役、執行役員および使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのあ
る事実、その他法令もしくは定款・社内規程（コンプライアンス規程など）に反
する事実を発見したとき、または経営・業績に影響を及ぼす重要な事実について
決定したときは、監査役に報告する体制を敷きます。

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は監査が実効的に行われることを確実にするため、代表取締役、その他
取締役および執行役員と定期的な意見交換会を実施するとともに、内部監査部門
および会計監査人と監査計画、監査内容について、情報交換を行うなど相互連携
を図るものとします。なお監査役が取締役会等で意見を述べ、牽制機能が実効的
に働く体制を敷きます。

(10)財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制
財務報告の信頼性および適正性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部
統制報告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制システムの構築を行います。
また、その体制が適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うこと
とします。

(11)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
「反社会的勢力対策規程」および「反社会的勢力との断絶方針」を制定し、い
かなる場合においても、反社会的勢力に対し、金銭その他の経済的利益を提供し
ないことを基本方針とします。反社会的勢力への対応は総務人事部が統括部署と
なり、役職員に周知徹底する他、反社会的勢力が取引先や株主となり、不当な要
求を受ける被害を未然に防ぐよう、適正な企業調査の実施および外部情報等によ
り反社会的勢力に関する情報の早期収集に努めます。また、不当要求等に対して
は、警察や弁護士等の外部専門機関と緊密に連携し、組織的に対応します。
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７． 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりで
あります。

（1）内部統制システム全般
当社は本社および各営業所における内部統制システム全般の整備・運用状況を
当社の内部監査室がモニタリングし、改善を進めております。

（2）コンプライアンス
当社は、本社および各営業所の使用人に対し、その階層に応じて必要なコンプ
ライアンスについて、社内研修での教育および会議体での説明を行い、法令およ
び定款を遵守するための取組みを継続的に行っております。
また、当社は内部通報取扱規程により相談・通報体制を設けており、各営業所
にも開放することでコンプライアンスの実効性向上に努めております。

（3）リスク管理体制
コンプライアンス委員会において、各営業所および各部署から報告されたリス
クのレビューを実施して全社的な情報共有に努めたほか、コンプライアンス委員
会において、当該リスクの管理状況について報告いたしました。

（4）内部監査
内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、本社および各営業所の内部監査
を実施いたしました。
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８．会社の支配に関する基本方針
当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を
定めており、その内容は以下のとおりです。
当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者としてのあり方は、当
社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資する者が望ましく、その判
断は最終的には会社の株主様全体の意思に基づき決定されるべきものであると考え
ます。そのためには株主の皆様には十分に情報が提供されたうえで、その適切な判
断がなされる環境を当社が整えるべきであると考えております。
当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる大量買付け行為で
あるか否かについて、株主様がその提案やそれに対する当社の現経営陣の経営方針
等について十分な情報を得たうえで、適切な判断を下すことを好ましいと考えます
し、また、当社の企業価値・株主共同の利益に反するおそれのある大量買付けや株
主による適切な判断が困難な方法で大量買付けを行う者は、当社の財務および事業
の方針の決定を支配する者として適当でないと考えております。
当社は、当社株式の大量買付け行為があった場合、その大量買付者に対して積極
的に情報開示を要求し、株主の皆様が適切な判断を行うため、当社取締役会の意見
および情報と時間の確保に努めると共に、適切な対応を行ってまいります。

９．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主に対する公正な利益還元を経営上重要な課題として位置づけ、業績
の向上に努めると共に、経営基盤および財務体質の強化ならびに将来の事業拡大に
備えた内部留保の充実も勘案しつつ、株主への安定した配当と配当水準の向上に努
めることを基本方針としております。
当社は、直近の事業進捗や今後の事業展開等を総合的に勘案し、2022年３月期
の期末配当は１株当たり12円00銭とさせていただきました。
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貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
営 業 未 収 入 金
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
未収還付法人税等
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 （純 額）
構 築 物 （純 額）
車両運搬具（純額）
工具、器具及び備品（純額）
土 地
リース資産（純額）
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他
投資その他の資産
出 資 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

6,292,471
5,705,507
441,014
2,200
3,315
99,473
17,293
23,666

1,193,461
522,460
50,950
31,151
4,635

129,300
313

306,108
36,414
445

29,243
6,725

634,586
361
1,863
10,764
33,351
535,183
54,926
△1,863

流 動 負 債
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
入 居 金 預 り 金
介 護 料 預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
リ ー ス 債 務
長期入居金預り金
長期介護料預り金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
そ の 他

962,376
100,000
39,181
248,957
19,932
8,355
400

69,695
413,221
41,449
17,395
3,788

2,893,013
436,412
2,078,375
213,608
48,515
44,931
71,170

負 債 合 計 3,855,390
純 資 産 の 部

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

3,630,542
686,296
566,296
566,296
2,377,949

3,855
2,374,094
384,000
1,990,094

純 資 産 合 計 3,630,542
資 産 合 計 7,485,932 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,485,932

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2021年４月１日から)2022年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 3,085,400
売 上 原 価 2,702,839
売 上 総 利 益 382,560

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 320,974
営 業 利 益 61,586

営 業 外 収 益 44,667
受 取 利 息 410
受 取 配 当 金 12
受 取 手 数 料 4,188
受 取 賃 貸 料 14,922
寄 付 金 収 入 15,100
助 成 金 収 入 3,950
そ の 他 6,084

営 業 外 費 用 27,933
支 払 利 息 26,479
支 払 手 数 料 500
長 期 前 払 費 用 償 却 930
そ の 他 24
経 常 利 益 78,320

特 別 利 益 1,103
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,103
税 引 前 当 期 純 利 益 79,423
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,425
法 人 税 等 調 整 額 760
当 期 純 利 益 73,237

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 19 ―



株主資本等変動計算書

( 2021 年４月 １ 日から )2022 年３月 31 日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

株 主 資 本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 686,296 566,296 3,855 384,000 2,334,615 2,722,470 3,975,063

会計方針の変更による累積的影響額 △392,688 △392,688 △392,688

会計方針の変更を反映した当期首残高 686,296 566,296 3,855 384,000 1,941,927 2,329,782 3,582,375

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △25,070 △25,070 △25,070

当 期 純 利 益 73,237 73,237 73,237

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 48,167 48,167 48,167

当 期 末 残 高 686,296 566,296 3,855 384,000 1,990,094 2,377,949 3,630,542

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 768 3,975,832

会計方針の変更による累積的影響額 △392,688

会計方針の変更を反映した当期首残高 768 3,583,144

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △25,070

当 期 純 利 益 73,237

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △768 △768

当 期 変 動 額 合 計 △768 47,398

当 期 末 残 高 - 3,630,542

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）であります。
・貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）であります。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。
建物 ７年～47年
構築物 10年～50年
車両運搬具 ２年～10年
工具、器具及び備品 ２年～15年

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、当事業年度末に在籍してい
る従業員に対する支給見込額のうち当事業年度に属する金額
を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務の見込みに基づき、当事業年度末において発生して
いると認められる額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規
に基づく事業年度末要支給額を計上しております。
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（4）収益及び費用の計上基準
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取

れると見込まれる金額で収益を認識することとしております。利用権方式による入居一時金及び
介護等一時金の収益計上基準は、契約金全額を収益認識会計基準に従って収益計上しておりま
す。

（5）その他計算書類作成のための基本となる事項
① 有料老人ホーム施設開発に

係る金利の会計処理
大型老人ホーム施設開発については、正常な開発期間中の支
払利息を取得原価に算入しております。なお、当事業年度に
おいて取得原価に算入した支払利息はありません。

② 消費税等の会計処理 控除対象外消費税等については、発生事業年度の期間費用と
して処理しております。ただし、固定資産に係る控除対象外
消費税等は長期前払費用に計上し、法人税法の規定により償
却を行っております。

２．会計方針の変更に関する注記
収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当事業年度期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移
転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識すること
としております。これによる主な変更点は以下の通りです。
・入居一時金および介護等一時金に係る収益認識
終身利用を保証した有料老人ホーム事業の入居契約時に入居一時金および介護等一時金を受領す
る際に、入居契約書に従い、入居時に一定割合を収益計上しておりましたが、契約金全額を収益
認識会計基準に従って収益計上するよう会計方針を変更しております。
収益認識会計基準の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当事業年度期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額
を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しており
ます。
この結果、遡及適用を行う前と比べて、当事業年度の売上高は、５百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ５百万円増加しております。また、利益剰余金の当期
首残高は392百万円減少しております。

３．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
１．重要な会計方針に係る事項（４）収益及び費用の計上基準に記載しております。
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４．貸借対照表に関する注記
（1）国庫補助金等の受入れにより固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額

有形固定資産
建物 355,250千円
工具、器具及び備品 3,818千円
合計 359,068千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 971,072千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,089,200株 - - 2,089,200株

（2）剰余金の配当に関する事項
① 当事業年度に支払った配当金

決 議 株 式 の 種 類 配 当 金 の 総 額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2021 年 ５ 月 12 日
取 締 役 会 普通株式 25,070千円 12.00円 2021年３月31日 2021年６月28日

② 基準日が当事業年度に属する配当の内、配当の効力発生が翌事業年度に属する事項

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2022 年 ５ 月 11 日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 25,070千円 12.00円 2022年３月31日 2022年６月24日

６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取り組み方針

当社は、施設の建設資金等を金融機関からの借入及びリースにより調達しております。なお、
売買目的のための有価証券の取得は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に施設の設備投資に係る資金調

達を目的としており、流動性リスクを伴いますが、月次に資金繰計画を作成するなど返済資金を
十分に確保できる体制を整えております。
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③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定には変動要因を織り込んでいるため、異なる前提
条件を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、現金は注記を省略しており、預金及び短期借入金は短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

貸借対照表計上額
(千円) 時価（千円） 差額（千円）

リース債務 475,594 592,716 117,122

負債計 475,594 592,716 117,112

（注）１．リース債務は流動負債と固定負債のリース債務を合算しております。
２．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定
した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い
て算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低
いレベルに時価を分類しております。

負 債
リース債務

これらの時価について、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合
に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類
しております。

３．リース債務の返済予定額
１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

５年超
(千円)

リース債務 39,181 39,398 41,248 35,281 33,828 286,656
合計 39,181 39,398 41,248 35,281 33,828 286,656
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７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
未払事業税 2,182千円
未払事業所税 1,387千円
賞与引当金 5,289千円
社会保険料 813千円
役員退職慰労引当金 13,663千円
減価償却超過額 82,327千円
退職給付引当金 15,008千円
減損損失 68千円
貸倒引当金 566千円
長期入居金 83,821千円
長期介護料 8,967千円
その他 2,884千円
繰延税金資産 小計 216,981千円
評価性引当額 △183,629千円
繰延税金資産 合計 33,351千円

繰延税金資産の純額 33,351千円

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,737円77銭
（2）１株当たり当期純利益金額 35円06銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
（1）時価の算定に関する会計基準の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計
基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に
関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱い
に従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしてお
ります。なお、計算書類等に与える影響はありません

（2）新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り
新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、会計上の見積り（繰延税金資産の回収可能
性、固定資産の減損の判定、貸倒引当金）に与える影響は軽微であります。
当社は、新型コロナウイルス感染症拡大による経営環境への影響は、2022年度中は継続し、回
復は早くても2023年度以降になると仮定しております。
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しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、次期以降の当社
の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2022年５月27日
株式会社 光ハイツ・ヴェラス
取締役会 御中

監査法人 銀 河
北海道事務所
代表社員
業務執行社員 公認会計士 川 上 洋 司
代表社員
業務執行社員 公認会計士 杢 大 充

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社光ハイ

ツ・ヴェラスの2021年４月１日から2022年３月31日までの第36期事業年度の計
算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査に
おける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、そ
の他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任
は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ
ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通
読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で
得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要
な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると
判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等

を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある
場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に

不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、
監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、
計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監

査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以
下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要
な表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用
は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によっ
て行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかど
うか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ
せるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。
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・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含め
た計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、
及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業

倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的
に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第36期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役からの監査報告に基づき、審議の上、本監
査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１、監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監
査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の
執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調
査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及
び同号ロの各取り組みについては、取締役会その他における審議の状況
等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを
監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びそ
の附属明細書について検討いたしました。
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２、監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する
者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められま
せん。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各
取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を
損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とする
ものではないと認めます。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人銀河の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月27日
株式会社光ハイツ・ヴェラス監査役会

常勤監査役 若林 弘子 ㊞
社外監査役 山口 貴嗣 ㊞
社外監査役 佐々木 貴教 ㊞

以上
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メ モ





株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに

規定する株主総会資料の電子提供制度の施行日が2022年９月１日とされたことに伴
い、株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨および書面
交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を限定することができる旨
を設けるものであります。
また、現行の株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定は不要

となるため、これを削除するとともに、これらの変更に伴う効力発生日等に関する附
則を設けるものであります。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。 （下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更案
（株主総会参考書類等のインターネット
開示とみなし提供）

第14条 当会社は、株主総会の招集に関
し、株主総会参考書類、事業報告、計算
書類、および連結計算書類に記載または
表示すべき事項にかかる情報を、法務省
令に定めるところに従いインターネット
を利用する方法で開示することにより、
株主に対して提供したものとみなすこと
ができる。

（削除）
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（新設）

（電子提供措置等）

第14条 当会社は、株主総会の招集に際
し、株主総会参考書類等の内容である情
報について、電子提供措置をとるものと
する。
２．当会社は、電子提供措置をとる事項
のうち法務省令で定めるものの全部また
は一部について、議決権の基準日までに
書面交付請求した株主に対して交付する
書面に記載しないことができる。

（附則）

１．変更前定款第14条（株主総会参考
書類等のインターネット開示とみなし提
供）の削除および変更後定款第14条（電
子提供措置等）の新設は、2022年９月
１日から効力を生ずるものとする。
２．前項の規定にかかわらず、2023

年２月末日までの日を株主総会の日とす
る株主総会については、変更前定款第14
条（株主総会参考書類等のインターネッ
ト開示とみなし提供）はなお効力を有す
る。
３．本附則は、2023年３月１日また

は前項の株主総会の日から３か月を経過
した日のいずれか遅い日後にこれを削除
する。
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第２号議案 取締役５名選任の件
取締役全員（４名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては

経営の透明性の確保及びコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図る為社外取締役
１名を増員し、取締役５名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。
なお、取締役候補者の選任にあたりましては、当社取締役会が当社の企業価値の向

上に資するに必要な専門知識や経験等を有する取締役で構成されること、また、現時
点で最適な人員体制となることを前提に決定しております。
候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位および担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
株 式 数

１ 森
もり

千恵香
ち え か

（1966年８月８日）

1985年４月 欧米自動車工業㈱ 入社

24,800株

1995年７月 欧米自動車工業㈱ 取締役
2009年６月 当社 代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）
㈱とんでん 代表取締役

２ 藤
ふじ
井
い
伸
しん
一
いち

（1954年４月18日）

1987年10月 札幌平岡病院 開業

1,360,700
株

1993年４月 財団法人湯浅記念会 設立
1994年４月 社会福祉法人栄和会 設立
1999年12月 社会福祉法人札幌恵友会 入職
2009年６月 当社 社外取締役
2016年６月 当社 非業務執行取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
㈱とんでん 取締役

３ 大
おお
堀
ほり
まさ子

こ

（1957年８月15日）

1979年４月 美唄労災病院 入職

-

1998年１月 太黒胃腸科病院 入職
2002年９月 センチュリー病院 入職 看護師長
2005年４月 当社 入社
2005年11月 当社 光ハイツ・ヴェラス琴似 看護師長
2009年４月 当社 看護部長
2009年７月 当社 執行役員（現任） 看護・介護部長
2010年６月 当社 取締役（現任） 看護・介護担当
2011年３月 当社 ヴェラス・クオーレ山の手 支配人
2015年８月 当社 ヴェラス・クオーレ南19条 支配人
2021年11月 当社 ヴェラス・クオーレ山の手 支配人

（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位および担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
株 式 数

４ 上
うえ
野
の
幸
さち
子
こ

（1944年１月５日）

1965年４月 ＪＡ北海道厚生連 札幌厚生病院 入職

-

1969年10月 平田内科小児科 入職
1981年11月 医療法人社団恵誠会 札幌恵北病院 入職
1989年８月 医療法人社団恵和会 西岡病院 入職
1990年４月 日本看護連盟北海道支部札幌地区支部役員
1993年10月 日本私立学校振興・共済事業団 入社
2016年６月 当社 社外取締役（現任）

５
※
長 内 宏 之
おさ ない ひろ ゆき

（1951年７月25日）

1982年４月 遠軽中央病院 入職 外科医長

-
1983年４月 札幌医科大学付属病院 入職
1985年４月 医療法人社団札幌外科記念病院 外科医長
2007年４月 医療法人社団札幌外科記念病院 院長

（注）１. ※は新任の取締役候補であります。
２. 各取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
３. 藤井伸一氏は、非業務執行取締役候補者であります。
４. 非業務執行取締役候補者藤井伸一氏は、当社の大株主であり親会社等に当たります。
５. 上野幸子氏及び長内宏之氏の両氏は、社外取締役候補者であります。
６. 上野幸子氏を社外取締役候補者とした理由は、取締役会において当社の経営判断に関し適法
性・妥当性の面から監視し、モニタリング機能を果たすことが出来ると考えております。ま
た、同氏は看護師として30年余りの医療機関等勤務の経験から、医療・介護の分野に精通し
ており、今後、医療、介護に関する対応が重要視される当社の有料老人ホーム事業および高
齢者介護事業に対する積極的な指導助言をいただくためであります。なお、同氏は、社外取
締役となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、
社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。

７. 上野幸子氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本
総会終結の時をもって６年となります。

８. 長内宏之氏を社外取締役候補者とした理由は、医師として当社施設経営における、医療・介
護の充実に向けた適切な助言をいただくことが出来ると考えております。なお、同氏は、社
外取締役となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由によ
り、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。

９. 当社は、藤井伸一氏および上野幸子氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項の損害賠償を限定する契約を締結しており、両氏が選任された場合、当該契
約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額となります。
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第３号議案 監査役２名選任の件
監査役若林弘子氏および山口貴嗣氏は本総会終結の時をもって任期満了となります

ので、監査役２名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
株 式 数

１ 若
わか

林
ばやし

弘
ひろ
子
こ

（1942年12月13日）

1973年４月 北海道大学歯学部附属病院 入職

-

1980年４月 国立登別病院
1983年４月 国立療養所札幌南病院 師長
1986年10月 国立札幌病院 師長
1990年10月 国立登別病院 副総師長
1993年２月 医療法人社団南札幌病院 入職 看護部長
1997年５月 医療法人札幌秀友会病院 入職 看護部長

北海道看護協会札幌第二支部 支部長
北海道看護連盟 副会長

2004年12月 医療法人社団明日佳札幌江仁会病院 入職
看護部長

2007年８月 医療法人社団江別谷藤病院 入職 看護部長
2014年４月 当社 入社 看護・介護部長
2018年６月 当社 監査役（現任）

２ 山
やま
口
ぐち
貴
たか
嗣
し

（1961年９月29日）

1987年３月 札幌医科大学医学部卒業

-

1991年９月 札幌医科大学大学院医学研究科（博士課程）
修了

1991年10月 旭川赤十字病院形成外科 入職
1992年４月 札幌医科大学形成外科 入職
1995年４月 旭川赤十字病院形成外科 入職
1995年10月 函館五稜郭病院形成外科 科長
2009年４月 アイランド札幌形成外科・美容外科クリニッ

ク院長
2010年４月 真駒内クリニック院長（現任）
2010年６月 当社 社外監査役（現任）

（注）１．各監査役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．山口貴嗣氏は、社外監査役候補者であります。
３．社外監査役候補者の選任理由
(1)山口貴嗣氏を社外監査役候補者とした理由
山口貴嗣氏は医師の資格を持ち、当社の運営する施設内（光ハイツ・ヴェラス真駒内公園
１Ｆ）の真駒内クリニック院長として、当社の運営する各施設のご入居者の健康管理、訪問
診療等を行っております。当社の目指しております医療・介護の充実に向けた施設運営のた
めの有効な助言を期待し、社外監査役として選任をお願いするものであります。
(2)社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断する理由について
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山口貴嗣氏には、医師として当社施設運営における、医療・介護の充実に向けた助言を期
待しております。以上の理由により社外監査役の職務を適切に遂行できると判断いたしま
す。

４．山口貴嗣氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、本
総会終結の時をもって12年となります。

５．当社は、若林弘子氏および山口貴嗣氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項の損害賠償を限定する契約を締結しており、両氏が選任された場合、当該契
約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額となります。

６．若林弘子氏を監査役候補者とした理由は、医療機関における看護業務、それに伴う管理業務
において豊富な経験と医療、看護に幅広い見識に基づく視点から、当社が目指しております
医療と介護の連携強化により、さらに安心と安全を強化するための専門的な知識と経験を当
社の監査体制に反映していただくためであります。

以 上

― 39 ―



見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


